
自治事務 法定受託事務

■職員■一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 ■その他( )
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※当該年度以降の数値は、内部検討のため試算したものです。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

担当課

令和4年度

550,188,628

前年度決算額（円）

一般会計

令和08年06月12日(金)

令和9年度

　大里広域市町村圏組合規定

■ □

182,100,000

1,607,158,287 1,675,476,546

環境衛生課 担当係 業務係 管理番号 40211ごみ処理事業

安心とやすらぎを感じられるまち

環境衛生の推進

令和7年度

衛生費

1,806,065,276

0

1,855,296,936 2,540,604,404 0

9,324,804 8,720,404

1.10 0.99

1,749,981,128

0

1,923,550,253

令和5年度 令和6年度

1,784,172,199

4,933,345

大項目

小項目

4

経費の軽減を図るために二市一町で構成する大里広域市町村圏組合による可燃ごみ及び不燃ごみの処理に伴う負担金
の支出及び調整事務。

県支出金 0 0 0 0 0 0

0

清掃総務費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

0

清掃費

衛生費 清掃費

市民から排出される一般廃棄物。

事務事業

2

事業概要

2,430,136,000

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0

174,028,400 173,569,125 172,080,567 170,495,586

1,806,067,000

0 0 0

1,295,783,504

区分

事務事業評価表
１．基本事項

0.60 0.60

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

大里広域市町村圏組合負担金（清掃）

塵芥処理費 ごみ収集委託事業

経費の削減を図るために、共同で事務処理を行う。

対象
※誰・何を対象に

大里広域市町村圏

区分 款

手段
※どのように

深谷市・熊谷市・寄居町で構成する大里広域市町村圏組合で可燃ごみ及び不燃ごみの処理施設を運営する。

成果
※何を求めるか

大里広域市町村圏組合で共同処理することにより、経費の軽減を図る。

中項目 3 人と自然にやさしいまちづくり

0

単位：円

2,349,784,000

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

1,810,787,011 1,928,356,352

4,721,735 4,806,099

0.60

0事
業
費 地方債

年度別計画

1,923,551,000 1,779,240,000

0

決算額

国支出金

0

182,100,000

1,632,036,876

1,845,972,132 0 0

2,612,236,0001,845,973,000 2,531,884,000

1,779,238,854

作成日

細事業名

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

大里広域市町村圏組合の清掃事務の調整

大里広域市町村圏組合負担金の支出

ごみ収集業務委託

執行体制

一般会計

項 目



ｔ

989.10

深谷市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の削減目標値を設定する。△289ｔ　/　大里広域からの報告

1,032.02 1,095.96

31,593.00

　

令和
7年度

令和
8年度

1,129.25

31,304.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

負担金は、整備事業費・ごみ搬入量等により金額が変わるため目標値設定はしない。　/　立地交付金を差引いた負担額

深谷市一般廃棄物処理基本計画の削減目標に達しているため目標値設定はしない。　/　大里広域からの報告

835.34 785.88

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 業務係長　島田　裕一郎

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

大里広域市町村圏組合による圏域内の共同処理により、効率的な処理が行
えたが、ごみ処理にかかる年間の経費については、世界的な物価上昇の影
響を受けて過年度の傾向に比べ増加幅が大きくなっている。

B

B

前年度と比較して、可燃ごみ、不燃ごみともに減少しているが、ごみ処理
に係る年間経費が増加している。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 業務係長　島田　裕一郎

大里広域市町村圏からの請求により負担金を支出している。可燃物、不燃
物等の一般廃棄物は円滑に処理されている。

負担額・処理量は、人口・ごみ搬入量、修繕料等により変わるため目標値設定はしない。　/　負担額／ごみの年間処理量

実績値の算出式

46,082.70 45,404.04 45,351.17

23,037.53
円

　

実績値

実績値

目標値

実績値

目標値

成果指標３

実績値の算出式

実績値

32,749.00 32,460.00 32,171.00 31,882.00

目標値

44,107.66
成果指標１

成果指標２

単
位

百万
円

３．評価指標

評価評価の観点区分

24,507.02 26,528.3724,210.00

1,091.72 935.05
ｔ

実績値の算出式

目標値

実績値

区分

実質的な負担金額

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

可燃ごみの年間処理量（本市
分）

不燃ごみの年間処理量（本市
分）

目標値

実績値

ごみ処理に係る年間の経費
（本市分）

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

目標値
　

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

B活動

評価理由・指標数値の推移

目標値の算定根拠/実績値の出所



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

□ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

■ ③見直して継続 ■効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

業務係 管理番号

令和9年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

大里広域市町村圏組合に対し、令和14年度からの深谷市単独でのごみ処理に対しての円滑な移行
に向けての協議を進めていく。

７．改善改革プラン・今後の課題

令和8年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

大里広域市町村圏組合及び構成市町とごみ処理手数料の改定について検討を行う。

８．評価指標グラフ

　引き続き、大里広域市町村圏組合による共同処理のため、適正な調整事務及び負担金の支出に
努めていく。
　ごみの収集委託については、令和８年度の契約期間満了を見据え、次期委託業者を選定し、円
滑な業務引継ぎを行っていく。

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

　ごみ処理については、令和6年度において大里広域市町村圏組合の解散に
関する基本協定書が締結されたことから、今後、市単独での処理方式につ
いて検討していく必要があるが、承継時期までの間は、引き続き大里広域
市町村圏組合による共同処理を実施していく。
　ごみ処理に係る経費の削減のため、大里広域市町村圏組合と組合の各構
成市町と協議しながらごみ処理手数料の改定について検討を進めていく必
要がある。

令和6年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

　大里広域市町村圏組合とのごみ処理に係る連絡調整を適切に行い処理を実施し、負担金につい
ても遅滞なく支出した。
　ごみの収集委託については、令和8年度10月以降の次期委託業者の入札を執行し、全ての収集区
域において次期委託業者との契約を締結した。

評価者 課長　清水　昌彦

評価の内容説明

40211事務事業 ごみ処理事業 担当課 環境衛生課 担当係

区分 活動指標１ 指標名 実質的な負担金額

区分 成果指標１ 指標名 可燃ごみの年間処理量（本市分）

900

1000

1100

1200

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

0

20000

40000

60000

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


